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1．モンドラゴングループの現状

　スペイン北部のバスク地方を拠点と
するモンドラゴン協同組合企業グルー
プ（ＭＣＣ）は、創設から約５０年を
迎えようとしている。協同労働概念を
基礎とした労働者協同組合という企業
形式を選択して、依然として拡大を続
けているモンドラゴングループの実験
の意義は、現在改めて問い直す必要が
あろう。というのは、現在、世界的に
経済、労働、社会の転換期を迎えて、
それらの構造的な再編と価値の再検討
の必要性に直面していると思われるか
らである。

　表１に見られるように、モンドラゴン
グループの業績は、１９９３年前後の
ヨーロッパ全体の景気後退に連動した不
況期を除いて、毎年５パーセントを超え
る伸び率を示して、労働者数は約４万５
千人で、経済規模は１兆ペセタ（約１兆
円とみてよい）になっている。

　ＭＣＣグループは、いわゆる３本柱で
できているといわれる。すなわち労働人
民金庫（ＣＬＰ）とラグンアロ共済組合

を中心とした財政グループ、ファゴール
グループ（スペイン自前の電子電機製造
業）を中核とした約１００の工業協同組
合、エロスキ生協を中心とした消費財物
流グループである。これにモンドラゴン
大学（学生数約２５００名）や研究・研
修所などの支援グループが接続している
と、ＭＣＣ自身が自己紹介しているとこ
ろである。

　しかし、初期の労働人民金庫（ＣＬＰ）
をピラミッドの中心にしたグループ編成
構造は、１９９１年以降現在の３本柱構
造に転換したとされるが、依然としてＣ
ＬＰとの連合契約方式は存続しているの
である。ＭＣＣには加盟していないでＣ
ＬＰの連合グループだけに加入している
工業協同組合や教育協同組合もまだいく
つも残っているのである。この部分は、
ＭＣＣよりは一層コミュニテイの結びつ
きが強い部分として機能していると思わ
れる。
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２．コミュニテイ開発に対する役割

 　モンドラゴングループは自らを社会的
経済グループの一員と位置づけている。
スペインにおいてはこの概念は、協同組
合・共済組合・非営利組織（アソシエー
ション）・労働者株式会社（ＳＡＬ）など
を包括する。ちなみに労働者協同組合と
労働者株式会社（ＳＡＬ）は協同労働を
基礎にする企業として、そこで働く労働
者に対する社会保障法の取り扱いは同一
である。

　さて、モンドラゴングループの存在を、
改めて「地域開発（コミュニテイ・デベ
ロップメント）に貢献する手段として見
るならば、その創設時の経緯と現状の貢
献度の点から言って、非常に有効な地域
開発のツールであったということができ
る。創設時について言えば、住民８００
０人程度の町における、とりわけ労働者
階級に属する若者に雇用の場の提供を目
指したことおよび教育訓練の場としての
役割が指摘できる。当時の不十分な社会
保障制度の下では、仕事の場を創出する
ことがなによりも積極的な社会政策の一
手段であり、ある意味では保障を「労働

への参加」につなげたことでは、現在先
進国で取られている雇用政策の先取りと
いうことができる。

　モンドラゴングループの初期の編成が
地域別グループ化であったことは、なに
よりも、住民参加型の地域活性化の企業
興し運動の先駆的形態であったと評価す
ることができよう。とりわけ、初期から
独自の教育機関や教育協同組合（バスク
語使用の小学校）もグループの中に入っ
ていたことは、その地域性の強さを示す
ものである。

　現状におけるモンドラゴングループを
中心とするバスク地方の社会的経済（同
じ意味に使うが、非営利協同）セクター
の経済的貢献度は、バスク州に国内総生
産の４．５パーセント、輸出の１０．６
パーセント（ギプスコア県だけを見ると
輸出の２９％）を占める。雇用を見ると、
バスク州全雇用の 3．２％（産業の７．１
％）を占めている。バスク州の失業率は
１４．１パーセント（１９９９年）でス
ペイン全体は１５．４パーセントである。
こうした高い失業率の中、雇用促進を主
要目標に掲げ、近年毎年数千人の規模

販売高 投資 労働者数

財政グループ 1,058,922 125,453 1,494

工業グループ 448,132 213,491 21,913

生協物流グループ 595,761 46,439 22,324

計 385,383 42,267

表1.　MMCの数字（1999年）百万ペセタ
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（１９９９年度は５０００名の雇用拡大）
で雇用拡大を進めているモンドラゴング
ループの意義は大きいものがある。

３．協同組合は国際化できるか？

　モンドラゴングループとりわけ工業グ
ループの販売高の輸出比率は５０パーセ
ントを超えた。これはヨーロッパ各国へ
の輸出を含めているので、今後割り引く
ことになるといはいえ、すでに「海外」
工場施設は２３カ所あり、ＭＣＣの２０
００－２００４年計画によれば、四年後
には５７カ所、６０００人に増える予定
である。工業部門の４人に１人、グルー
プの工場施設の２５パーセント、生産高
の１５パーセントが海外に置かれること
になる。　

ここで、モンドラゴンモデルを輸出で
きるか？という疑問が生ずる。私の意見
では、従来の協同組合原則のそのままの
移転移植は難しいが、社会的経済・非営
利協同組織としてより幅広い組織を設定
することによって、現地の企業文化と内
発的な発展に貢献できる。各国の制度、
文化の相違をどう調整していくかという
側面を重視すべきであろう。海外で雇用
をして生産する協同組合という事例は少
ないのであるから、「社会的経済企業」と
いった概念を深めていくことが必要と思
われる。エロスキグループの国内戦略に
も同じことが言える。私はエロスキ生協
の三層構造と呼んでいる。すなわち、伝
統的な協同組合原則的組織、非営利協同
的組織、社会的経済的組織の組み合わせ
としてグループを見ることである。

海外進出を安価な労働力の搾取という
視点だけで見ることは、「企業性悪論」的
な単純化であろう。要は、地元地域の内
発的な開発にどのように貢献できるのか
を価値尺度にすべきであろう。たとえば、
ＮＧＯ，ＮＰＯの海外支援が、現地住民
の内発的な地域開発にどのように貢献し
ているのか、それとも先進国の価値観を
異なる価値を持つ社会に導入しようとし
ているおそれはないのかといった問題意
識と同列にとらえるべき事柄である。

４．変化する組合員と非組合員の位置づけ

モンドラゴングループの組合員の男女
比は６対４（但し生協部門は７２％が女
性）である。現状では非組合員（賃金労
働者）とパート労働者が増加して労働者
の半数が非組合員となっている。増加の
理由はもちろん、急速な雇用の拡大とり
わけエロスキ生協などの流通部門での拡
大である。エロスキ生協は、バレンシア
のコンスム生協とグループ化するなどし
て急速な全国展開戦略をもち、民間スー
パーチェーンなどの買収や提携によって、
いまやスペイン流通業界の雄となってい
る。

非組合員増加の現象を受けて、本来賃
金労働者の制限を定めていた協同組合法
が守られない自体が発生してきたために、
どのように対処するかがＭＣＣグループ
内でここ数年間議論されてきた。

そうした結果の一つがバスク協同組合
法の改正に見られる。
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５．バスク協同組合法改正2000.6.29(1993年制定)

　主たる改正点にはつぎのようなものが
ある。組合員概念を労働時間に基づいて
区分しようとする発想の是非は今後議論
になるであろう。パートタイマー、臨時
職員の権利の同一化をはかることによっ
て、組合員概念の枠を拡大することが、
解決策の一つである。この場合危惧され
ることは、労働者が労働契約に基づくい
わば労働時間を尺度とした「賃労働関係」
に陥って、組合員としての参加形態が、
逆に狭くなるのではないかということも
考えられることである。紙数の都合でと
りあえず、列記し、詳細については別の
機会に改めて論じたい（カッコは筆者）。

① 設立組合員数 ５人⇒３人

② 協同組合資本 3000ユーロ(499.158pta)
に(一人 1000ユーロ)

③ 職務集団別の組合員による、総会にお
ける理事会選出が可能。【組合員概念
の集団的把握】

④ 農協、生協の総会規則のフレキシブル
化⇒規定の定員に満たない場合、第三
総会の開催可能。

⑤ 出資金に関して、付属財政出資規則を
外部資金調達のために作ることができ
る。これは組合資本と見なされる。

⑥ 特別出資金の制度化

⑦ 組合員制度の拡大⇒特定期間雇用組合
員の拡大 socios de duracion determinada
および Socio indefinido⇒賃金労働者
の減少と対にして。年間契約時間の団

体協定。法的保障の強化。3年間待機
期間、5年で組合員に。【組合員概念の
変化。いわばパートの組合員化】

⑧ 賃金労働者は２５％プラス特定期間組
合員では５０％以下にする。【総労働
時間裁量制】＜３０％＞柔軟化。小さ
な協同組合において。特定期間組合員
の増加努力。【賃金労働者比率を下げ
る努力】

⑨ 組合員になる条件が整わない賃金労働
者にたいして、収益分配についての実
践的な対応。

⑩ 労働者組合員と賃金労働者の権利を、
組織上、契約上同列化する。公的サー
ビスの均等な享受。

⑪ 労働者組合員の雇用契約条項を現行労
働法規に合わせて改正。

⑫ 第二種、第三種協同組合の資金、組合
員制度などの柔軟化。

⑬ 社会目的のための新しい協同組合間協
同の承認。

⑭ グローバル化に対応した市場生き残り
のための協同組合間協同の新しい法的
形態の認可。

⑮ バスク政府による協同組合支援のため
の各種支援強化。

⑯ 労働者組合員、賃金労働者に対する同
質の雇用支援。

⑰ 新スペイン協同組合法（1999.7.27）と
の合致。
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【スペイン憲法における協同組合規定の実
行強化⇒労働者が生産手段、再配分にアク
セスできること】

６．バスク社会活動協同組合法令2000.4.4

　バスクにおいてもイタリアの社会的協
同組合と同じ目的をもった社会的活動
（英語でいえばSocial Initiative Cooperative）
が新に制定された。福祉・社会サービス
の提供はバスクでも緊急な課題の一つで
ある。これは、ヨーロッパ全体の動向に
対応したバスクの社会的協同組合といえ
る。非営利性を強調している点がイタリ
アモデルとの相違といえる。これも紙数
の都合で条文のみを紹介するにとどめた
い。

第 1条 性格と目的

協同組合、非営利組織、協同組合の種類
を問わず社会目的、つまり医療、教育、
文化その他社会的な性格をもったもの、
経済活動による労働による統合、社会的
排除者、労働市場から排除されている困
窮者を対象。

第 2条 営利でないこと

非営利協同組合であることを定款に明記。

ａ） 収益を組合員に分配しない。

ｂ） 出資金は法定利率以下の配当。

ｃ） 理事会は無報酬。

ｄ） 労働者組合員の報酬は、民間賃金協
定の１５０％以上を越えないこと。

第 3条 適用基準

社会活動協同組合はそれぞれの協同組合
法制に基づく。

第 4条 名称

 社会活動（Iniciativa Social）をバスク
協同組合登記に基づき、つける。

２月３日の研究会


